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(57)【要約】
【解決手段】　高電圧放電プラズマによるヒトまたは動
物の組織の非熱治療の方法を開示する。開示の方法は、
組織を加熱する目的ではなく、代替的に、治療中の前記
組織近傍に前記プラズマを維持するために、プラズマの
中を流れ、前記組織の中を流れる電流を用いる。また、
電極と組織間に絶縁体または半導体を配置することで誘
電バリア放電と同様の高電圧放電を生成することによっ
て、プラズマの中を流れ、組織の中を流れる前記電流を
制限して組織の温度上昇を最小限に抑える方法も開示す
る。開示の非熱プラズマ治療は、組織に著しい熱損傷を
与えずに血液の凝固、滅菌、消毒、組織の再接合、およ
び組織疾患の治療を促進するために用いることができる
。
【選択図】　　　図８Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非熱的に生体組織を治療する方法であって、
　十分な電流を生体組織に通過させることにより前記組織表面の近傍にガス放電プラズマ
を提供する工程を有する方法。
【請求項２】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電プラズマにおける特定の電気プラズマ放電
電力は、治療領域の１平方ミリメートル当り平均０．０１ワット／ｃｍ２を超えるもので
ある。
【請求項３】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電プラズマにおける前記特定の電気プラズマ
放電電力は、治療領域の１平方ミリメートル当り平均０．１ワット／ｃｍ２を超えるもの
である。
【請求項４】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電は高電圧放電であり、前記生体組織の表面
付近の電場の値は、最大電流時に２００Ｖ／ｍｍを超えるものである。
【請求項５】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電は高電圧放電であり、前記生体組織の表面
付近の電場の値は、最大電流時に５００Ｖ／ｍｍを超えるものである。
【請求項６】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電プラズマ内の気体は前記生体組織の表面付
近に自然に存在する空気である。
【請求項７】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電プラズマ内の気体は純ガスである。
【請求項８】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電プラズマ内の気体は純ガスの添加剤を有す
るものである。
【請求項９】
　請求項８記載の方法において、前記純ガスの添加剤は、過酸化水素と、アルコール蒸気
と、メタンと、エタンと、その他の飽和炭化水素および非飽和炭化水素と、ヒドロキシ－
炭素化合物とを有するものである。
【請求項１０】
　請求項１記載の方法において、前記ガス放電プラズマ内の気体は治療領域に対して流れ
るものである。
【請求項１１】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は、細菌、ウイルス、微生物を死滅
させ、若しくは当該組織上または当該組織内部に存在しうる特定のタンパク質を破壊する
目的のために行なわれるものである。
【請求項１２】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は疾病または創傷の治療の目的のた
めに行なわれるものである。
【請求項１３】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は美容上の改善を図る目的のために
行なわれるものである。
【請求項１４】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は血液を凝固させる目的のために行
なわれるものである。
【請求項１５】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は当該組織の表層内の特定の細胞を
破壊する目的のために行なわれるものである。
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【請求項１６】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は特定の組織細胞のアポトーシスを
誘起する目的のために行なわれるものである。
【請求項１７】
　請求項１記載の方法において、前記生体組織の治療は、前記組織の異なる部分間の機械
的接合を改善する目的のために行なわれるものである。
【請求項１８】
　非熱的に生体組織を治療するために高電圧プラズマ放電を生成する方法であって、
　前記組織と、導電体によって電源に接続された電極の表面との間の電流によってプラズ
マを維持する工程を有し、
　前記プラズマの全電流密度は前記組織と前記電極との間の絶縁体または半導体の存在に
よって制限されるものである。
【請求項１９】
　請求項１８記載の方法において、前記電極は高極性の液体である。
【請求項２０】
　請求項１８記載の方法において、前記絶縁体または前記半導体は少なくとも前記電極表
面の一部を被覆する固体である。
【請求項２１】
　請求項１８記載の方法において、前記電極はメッシュ様構造に分割されているものであ
る。
【請求項２２】
　請求項１８記載の方法において、前記絶縁体または半導体は前記電極を完全に絶縁する
ものである。
【請求項２３】
　請求項１８記載の方法において、前記絶縁体または前記半導体は、電流のための１０ミ
クロン～３００ミクロンの有効サイズの小孔を有するものである。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非熱プラズマの分野に関する。具体的に本発明は、非熱プラズマを印加する
方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマは、しばしば物質の第４の状態として説明される。通常、それは、電荷を帯び
た電子と、イオンと、オゾン、ヒドロキシルラジカル、亜酸化窒素などの化学活性種と、
電子的に励起された原子および分子とを含む。プラズマ内のある種の原子および分子の電
子励起によって紫外線放射（ｕｌｔｒａｖｉｏｌｅｔ　ｒａｄｉａｔｉｏｎ）（以下「Ｕ
Ｖ」）が生成される。また、プラズマは、前記プラズマ内の荷電粒子の存在によって良好
な導電体となることができる。室温環境において、プラズマは通常電磁場によって維持さ
れる。軽い電子が電場からエネルギーを吸収し、このエネルギーの一部を前記プラズマ内
の重粒子に伝達する。重粒子によるエネルギー損失の速度に対する前記電子エネルギーの
伝達速度が速い場合、プラズマは熱的であると考えられる。この場合、重粒子は電子のエ
ネルギーと同程度のエネルギーに達し、前記プラズマが熱くなる。別の場合において、電
子にそのエネルギーを伝達する十分な機会が与えられない時、より重いプラズマ成分は電
子よりもはるかに低い温度に留まる。このようなプラズマは非熱的と呼ばれ、その気体温
度は室温と同程度に低い場合もある。
【０００３】
　主として熱エネルギーの組織への伝達を必要とする焼灼術には、従来、放電によって生
じるプラズマが用いられてきた。このような治療の例としては、アルゴンプラズマ凝固装
置（Ａｒｇｏｎ　Ｐｌａｓｍａ　Ｃｏａｇｕｌａｔｏｒ）（商標）（以下「ＡＰＣ」）お
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よびそれに関連した種類の機器を使用する治療がある。これらの装置は、高周波（以下「
ＲＦ」）電磁界を使用して流動気体（アルゴンなど）内にプラズマを生成する。これら装
置内のプラズマは、前記組織内に大きな電流（通常１５０ミリアンペアを超え、短時間に
は１アンペアを超える可能性もある）を伝達するために使用される気体電極の役目を果た
す。この結果、前記組織が１００(Ｃを超える温度まで急速に熱せられ、通常組織乾燥お
よび損傷を生じる。図１ａ～図１ｃは、組織治療のために熱プラズマを使用することよっ
て生じる得る損傷の例を示す。図１ａは、熱プラズマによって生じた組織の過熱状態を示
す。図１ｂは、熱プラズマとの接触による皮膚組織の穿刺を示す。図１ｃは、熱プラズマ
によって生じた皮膚組織上のチャー形成を示す。より従来的な電気焼灼器においては、固
体材料でできた導電電極を用いて前記組織を加熱する電流を伝達することに触れておくべ
きである。組織は加熱によって前記固体電極に癒着する可能性があり、例えばＡＰＣにお
いては固体電極の代わりにプラズマを使用することによってこの問題を回避できる。
【０００４】
　組織への電流の供給に依存しない血液凝固および組織の焼灼のための熱プラズマ装置も
また開発されている。電流の供給に依存する代わりに、前記プラズマは気体を急速に加熱
するために用いられる。次に、前記加熱気体（その不活性な特性のために頻繁にアルゴン
を使用）はジェット方式で前記組織に対して向けられ、それにより前記加熱気体の熱エネ
ルギーが前記組織に伝達される。このタイプのの技術を実施する装置の例としては、Ｐｌ
ａｓｍａ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｌｉｍｉｔｅｄによって販売されているＰｌａｓｍａＪｅ
ｔ（商標）およびＲｈｙｔｅｃｈ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎが特許を有する（米国特許第
６，６２９，９７４号明細書および第６，７２３，０９１号明細書、および米国公開特許
出願第２００６／０００９７６３号明細書）がある。距離を置いて生成されたプラズマ内
の化学活性種の多くは寿命が短く、前記組織までの前記加熱気体流の移動に耐えて存続し
ないので、このようなプラズマ治療の効果は主に熱的である。
【０００５】
　このように、放電プラズマが生体組織に対して非常に強い影響を与えることは周知であ
る。この強い影響としては熱的および非熱的影響の２つのタイプが考えられる。生体組織
の急速加熱をもたらすプラズマの熱的影響は研究が進んでおり、例えば焼灼術に使用され
る。その他の場合においては、プラズマの熱的影響によって結果的に生体組織に乾燥およ
び火傷が起こり、望ましくない。
【０００６】
　活性プラズマ粒子（電子、イオン、ラジカル、およびその他化学活性種）およびＵＶ放
射によって生じる放電プラズマの非熱的影響は、例えば生体組織の消毒および滅菌、皮膚
病治療、血液凝固など、多くの場合に有益である。前記活性プラズマが前記生体組織のよ
り近位にあるほど、および前記プラズマ内の電場がより高いほど、前記非熱プラズマ治療
の強度および効力はより高くなる。現存する非熱プラズマによる治療方法は、（前記組織
の過熱を防止するために）前記生体組織に対する電力束に制限があり、且つ（前記組織お
よび神経経路の損傷を防止するために）前記生体組織内を流れる全電流および全電流密度
に制限があるので、比較的弱く、通常プラズマジェットまたは残光による治療によって実
施される。プラズマを生成する放電の電力は放電電流および電圧の積であるので、電力が
一定である場合、前記電圧が高いほど前記電流が小さい。
【０００７】
　非熱プラズマ治療の効力を増加し、従来の制限を克服するために、本発明では比較的小
さい全電流および全電流密度の高電圧放電の電極として組織を用いる。これらの条件下に
おいて、比較的小さい総放電電力の使用により前記プラズマの温度を低く保ちながら、最
高濃度の活性プラズマ因子を前記治療生体組織の近接した位置に配置する。またさらに、
全電流および全電流密度を小さくすることによって、組織および神経経路に損傷が起きな
いことを確実にする。
【０００８】
　非熱プラズマが開発されてきた。非熱プラズマ放電は、器機の滅菌および種々の埋め込



(5) JP 2008-539007 A 2008.11.13

10

20

30

40

50

み型プラスチック、生化学的表面の機能化および治療、およびその他多くの用途に使用さ
れる。しかしながら、本発明の発明者が知る限り、非熱プラズマ技術は、本明細書の中で
説明される種々の医療用途、すなわち、プラズマが生体組織と電気的に直接接触し、主に
熱エネルギーの伝達によるのではなく種々のプラズマの化学工程を通じて生体組織に作用
する用途には使用されていない。
【０００９】
　従って、熱損傷を生じさせないプラズマによる生体組織治療の方法を提供する必要があ
る。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　第１の観点において、本発明は、放電プラズマによって非熱的に生体組織を治療する方
法に関し、この方法において前記プラズマは、当該プラズマおよび生体組織中に流れる電
流により当該組織表面の近傍に維持される。本発明における前記組織中を通過する電流は
、前記組織の加熱に使用されるのではなく、治療中の生体組織の近傍に前記プラズマを維
持するために使用される。このため、本発明に用いられる電流は、組織の著しい加熱およ
び加熱の結果起こる熱損傷を引き起こす値よりも低い値に維持される。
【００１１】
　第２の観点において、本発明は、前記治療中の生体組織の近傍に非熱プラズマを生成す
る方法に関し、この方法において前記生体組織および前記プラズマ中を通過する電流は、
電極と当該生体組織との間の絶縁体または半導体の存在によって制限される。
【００１２】
　第３の観点において、本発明は非熱プラズマ放電によって創傷を治療する方法に関し、
この方法は、非熱プラズマ放電を生成する工程と、前記生成された非熱プラズマを創傷に
接触させる工程とを含む。
【００１３】
　第４の観点において、本発明は非熱プラズマ放電によって血液の凝固を促進させる方法
に関し、この方法は非熱プラズマ放電を生成する工程と、前記生成された非熱プラズマを
血液に接触させる工程とを含む。
【００１４】
　第５の観点において、本発明は非熱プラズマ放電による生体組織の消毒および滅菌のた
めの方法に関し、この方法は非熱プラズマ放電を生成する工程と、前記非熱プラズマを滅
菌すべき領域に接触させる工程とを含む。
【００１５】
　第６の観点において、本発明は非熱プラズマ放電によって皮膚疾患を治療する方法に関
し、この方法は非熱プラズマ放電を生成する工程と、前記非熱プラズマを皮膚疾患を示す
皮膚領域に接触させる工程とを含む。
【００１６】
　本発明を特徴付ける、上記およびその他の様々な新規性の特徴、および本発明の利点は
、本明細書に添付された特許請求の範囲に詳細に記載され、その特許請求の範囲の一部を
構成するものである。但し、本発明、本発明の利点、および本発明の使用によって理解さ
れる本発明の目的をよりよく理解するために、本明細書の一部をさらに構成する図面、お
よび本発明の好適な実施形態を図示して説明する下記の説明事項を参照されたい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　本発明は高電圧プラズマ放電を用いて非熱的に組織を治療する装置および方法に関し、
血液凝固の促進、滅菌、細菌および真菌の不活性化、潰瘍および創傷の治療、組織障害お
よび疾患の治療、組織再接合および封着、およびその他多くの医療用途がある。
【００１８】
　第１の観点において、本発明は高電圧放電プラズマによってヒトまたは動物の身体を非
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熱的に治療する方法に関し、この高電圧放電プラズマは治療中の組織の近傍で生成される
。具体的には、前記プラズマは前記組織に十分に近い位置にあり、少なくとも前記プラズ
マの一部は当該組織内を通過する小電流によって当該組織との直接接触を維持する。前記
電流は、組織の著しい温度上昇（例えば摂氏数度を超える）を生じないように制御される
。
【００１９】
　放電プラズマの用途において、潜在的に生体組織に対するプラズマの熱効果が望ましく
ない場合は多い。これらの用途には組織の消毒および滅菌などが含まれる。このような治
療中の組織への熱損傷によって治癒に長い過程が必要となり、また麻酔薬の使用が必要と
なる。さらに、組織の表面に対する熱損傷により、より深い組織層の滅菌が妨げられる可
能性がある。また、熱による組織損傷および乾燥を伴わない血液の凝固によって創傷の治
癒過程の促進も助長される。熱損傷がない場合、化学的プラズマ活性および紫外線を組み
合わせることによってプラズマは組織の自然経過を促進するために使用できる。例えば、
用途の１つとして悪性組織のアポトーシスの誘起が考えられる。別の用途としては、外科
切断または損傷の後の組織の再封着または再接着が考えられる。後者の用途は、切断後に
組織部分を再接着することが困難な肝臓切除術に特に有用であると考えられる。また、組
織の再接着は、損傷した脾臓を治療する時にも特に有用であると考えられる。非熱プラズ
マは血管間の接合部の封着を助長して、血管手術中の漏れの可能性をなくすことが考えら
れる。非熱プラズマは、組織表面上の生体高分子のプラズマ化学修飾および血液凝固中の
繊維物質の形成を含む幾つかの可能な機序を通じて組織部分間の機械的接合を安定させる
ことを助長する。
【００２０】
　第２の観点において、本発明は、電極と組織との間に絶縁体または半導体を配置するこ
とによって組織と接触する前記高電圧放電プラズマを生成する方法に関し、前記絶縁体ま
たは半導体は、当該プラズマの中を通って前記組織内に流れる全電流および全電流密度を
制限する。このようなプラズマ放電を生成する装置は、操作者または遠隔操作される機械
によって容易に使用することができ、且つ遠隔医療にも好適である。
【００２１】
　前項に述べたように生成された高電圧放電は標準気圧において生成することができ、治
療部位において高温を必要とせず、または生成しない点において、図２に示す誘電バリア
放電（Ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｂａｒｒｉｅｒ　Ｄｉｓｃｈａｒｇｅ）（以下「ＤＢＤ」
）と同様である。例えば、ＤＢＤの間、通常の温度上昇は室温よりも数度ほど高いだけで
ある。
【００２２】
　前記ＤＢＤは、少なくとも一方が一般的には誘電体によって被覆された２つの電極間に
おける交流電圧放電である。ＤＢＤプラズマは、ガス充填領域、あるいは放電ギャップと
して知られる、１つの電極と誘電体との間、または２つの誘電体間に形成される。前記Ｄ
ＢＤは、前記電極間に強電場を生成する交流高電圧（通常数キロボルト）を印加すること
によって駆動される。誘電体が存在しない場合、最初のスパークによって開始される放電
は、前記スパーク内の電子が一連のイオン化現象を惹起し、その結果電流が非常に高くな
り、最終的にはアークが形成されるため、低電圧アーク放電に急速に進行する。前記誘電
体は、その表面に電荷を蓄積し、前記印加電場と反対の電場を生成してアーク形成を防ぐ
ことで、前記電流を制限して無制御の放電の発生を防止する。高電圧極性の交番によって
、電圧の各半周期におけるこの放電の形成が確実になる。通常、ＤＢＤはキロヘルツの範
囲で動作するので、前記電極間のプラズマが完全に消滅するための十分な時間がなく、前
記放電は、前記放電ギャップにおいて連続したグロー、および／または静止した、または
動作フィラメントのように見える。
【００２３】
　ＤＢＤは、非熱またはコールドプラズマ生成のための典型的な放電である。熱プラズマ
において、プラズマの全ての構成要素（電子、イオン、気体分子、および原子）の温度は
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同様である。前記プラズマ構成要素が動的均衡、即ち、イオン化によって電子およびイオ
ンの再結合が平衡している状態にある場合、プラズマはある程度の期間存続できる。顕著
なイオン化を提供するためには、高エネルギー粒子、通常は数電子ボルト（ｅＶ）のエネ
ルギーの電子を有する必要がある。気体粒子の平均エネルギーは約１ｅＶに等しく、気体
温度１１，６００Ｋに対応する。これは、概ね安定した熱プラズマが常に５０００Ｋより
も高い温度を有することを意味する。
【００２４】
　非熱プラズマにおいては、構成要素の温度は大きく異なってもよく、均衡していなくて
もよい。通常、電子の温度は、イオンおよび気体粒子などの重粒子の温度よりもはるかに
高い（１０，０００Ｋ超）。通常、低温プラズマは蛍光灯内に存在する。前記非平衡プラ
ズマの気体温度は大きく異なってもよく、室温または外気温から数千ケルビン温度までの
範囲であってよい。気体温度がその周囲温度、例えば室温（例えば２０～２５(Ｃ）より
も極端に高くない場合、プラズマは非熱的と考えられる。本発明の目的のために、非熱プ
ラズマは１００(Ｃを超えない平均プラズマ気体温度によって特徴付けることができる。
前記プラズマ電子およびイオンの密度は、約１０１１ｃｍ－３～１０１３ｃｍ－３であっ
てよく、より好ましくは、１０１２ｃｍ－３よりも高くてもよい。例えば、ＤＢＤフィラ
メント内の電子密度は約１０１３ｃｍ－３であり、電子温度は１０，０００～３０，００
０Ｋの範囲であってよい。
【００２５】
　周囲物質からの熱伝導によって生じる組織内の温度上昇は、前記周囲物質の温度のみな
らず、その体積、前記組織の体積、前記組織および前記周囲物質の熱容量、前記周囲物質
および組織の熱を伝導する能力、および接触時間にも依存することを強調する必要がある
。このため、非熱プラズマが用いられる場合、組織温度が５０(Ｃを超えて上昇しないよ
うに治療工程を制御することができる。
【００２６】
　本発明による１装置において、前記非熱プラズマ放電は、約２～約５０ｋＶ、選択的に
約１０～約３０ｋＶの電圧を使用した約５～約２０，０００ｋＨｚ、選択的に約１０～３
０ｋＨｚの高電圧の高周波発振によって生成することができる。図２に示すＤＢＤは２つ
の電極間に高周波電圧を印加することによって生成されるのに対して、本発明に使用され
る前記非熱プラズマ放電は、１つの絶縁された電極と第２の電極との間の非常に局部的な
領域に発生する。前記第２の電極は、近傍の物体であってよく、本発明の多くの用途にお
いて、前記第２の電極はヒトまたは動物の身体である。
【００２７】
　前記プラズマ放電は、、通常前記ヒトまたは動物の身体が前記プラズマ放電の大きさに
対して十分に大きく、当該放電が放散されるように制御されているため、通常前記ヒトま
たは動物の身体を接地または第２の電極に接続する必要はない。但し、予防措置として、
若しくは比較的高い電荷を用いることが望ましい場合は、第２の電極、接地、またはその
両方を前記装置に含めてもよい。また、電源に接続された第２の電極に身体を接続し、若
しくは代替的に、接地部品を介して前記身体を前記電源に接地して閉ループを形成するこ
とも可能である。
【００２８】
　本発明の装置の１実施形態において、図３に示す実質的に完全に絶縁された電極１０は
、高周波高電圧電源によって通電されている。前記近傍の物体には電圧は印加されていな
い。この実施形態において、ヒトまたは動物の身体である前記物体は浮遊電極として作用
する。このため、この非熱プラズマ放電は浮遊電極誘電体バリア放電（ｆｌｏａｔｉｎｇ
　ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ　ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｂａｒｒｉｅｒ　ｄｉｓｃｈａｒｇｅ）
（ＦＥ－ＤＢＤ）と呼ばれることもある。
【００２９】
　前記非熱プラズマ放電の形状寸法は、通電された電極１０の形状およびサイズによって
制御される。前記ヒトまたは動物の身体に電圧を直接印加せずに治療する能力、および前
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記放電電流を例えば約５０ミリアンペア未満、および選択的に１ミリアンペア未満に制限
する能力によって、前記周囲組織または前記神経系への損傷のリスクが軽減される。前記
非熱プラズマ放電は高電圧放電である。前記生体組織の表面付近の電場の値は最大電流の
瞬間において２００Ｖ／ｍｍを超えてもよく、選択的に、前記生体組織の表面近辺の電場
の値は最大電流の瞬間において５００Ｖ／ｍｍを超えてもよい。
【００３０】
　例示的なプラズマ装置２０の応用を図５に示す。電極１０は、前記治療領域の１平方ミ
リメートル当り平均０．０１Ｗ／ｃｍ２～５０Ｗ／ｃｍ２、および選択的には０．１Ｗ／
ｃｍ２～２Ｗ／ｃｍ２のプラズマ電力を供給し、テフロン（登録商標）被覆されている。
電極１０は、コード１６を介して高電圧ＲＦ電源である電源１４に接続されている。電源
１４は、小型化、省電力化、および電池駆動を可能とすることで携帯型とすることができ
る。次に電極１０は、治療領域１２の近傍に配置され、起動される。装置２０のサイズを
最小化し携帯可能とするために、電源１４および電極１０は同一のハウジング内にあって
もよい。電極１０と治療領域１２との間のプラズマギャップ１９が好適な距離以下に維持
される場合、前記ヒトまたは動物の身体は浮遊電位電極として作用する。当業者であれば
、特定の非熱プラズマ放電のための好適なプラズマギャップ１９を日常的に決定すること
ができる。
【００３１】
　図７はヒトまたは動物の身体を浮遊電極として用いる装置の電気配線図を示す。図７の
プラズマ装置２５は、プラズマギャップ１９の大きさの制御および、サイズおよび形状の
異なる電極を使用するための装置を含む。前記プラズマギャップは通常約０．５～５ｍｍ
である。前記ヒトまたは動物の身体の治療のための電極は、通常約０．１～１０ｃｍ２の
面積を有する。電極のサイズおよび形状の多様化により、前記治療領域のサイズおよび形
状のより細密な制御が可能となり、それによって操作者は前記治療の個別調整をすること
ができる。前記治療領域の周囲の健康な組織への不必要なプラズマ治療を回避することが
できるため、このような多様化は利点である。
【００３２】
　図８Ａ～図８Ｅは、本発明による非熱プラズマ放電を供給するために使用できる電極の
異なる５つのタイプの実施形態を示す。図８Ａは、絶縁体３０と、導電体３２と、被覆３
４とから形成される円形電極４０である。被覆３４は、また、絶縁体としても機能できる
。図８Ｂは、絶縁体３０と導電体３２とから形成される棒状電極５０である。図８Ｃは、
絶縁体３０と、導電体３２と、被覆３４とから形成されるローラー電極６０である。前記
ローラー電極６０は、その使用を容易にするための車輪３６を含む。
【００３３】
　図８Ｄは微細構造電極７０である。微細構造電極７０は、絶縁体または誘電材料７４で
充填されたギャップまたは間隙７２を有する導電体７１を含んでもよい。その他の絶縁体
または誘電体７５、７６が提供され、それらは同一の、または異なる材料でできていても
よい。また、微細構造電極７０は、電源に接続するための高電圧接続子７８（図示せず）
をも備えている。このタイプの微細構造電極７０は、特定用途のためにプラズマ放電の特
性を個別調整するために用いることができる。前記ギャップまたは間隙７２は、前記プラ
ズマ放電の特性を変更するために用いることができる。
【００３４】
　図８Ｅはメッシュ電極８０である。メッシュ電極８０は、好ましくは金属または別の好
適な導電材料でできた導電性メッシュの形式の導電体８１を含む。前記導電体８１は、絶
縁体または誘電体８２によって被覆され、電源（図示せず）に接続するための高電圧接続
子８４を備えている。メッシュ電極８０を用いて前記放電プラズマの個別調整可能な特性
を提供することが可能であり、また、メッシュ電極８０を使用して、前記導電性メッシュ
および透明絶縁体を通して前記治療領域の目視を可能とする透明な絶縁体または誘電体８
２を提供することにより、前記治療領域の目視を容易にすることもできる。
【００３５】
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　前記絶縁体、導電体、および被覆体の各々の例示的な材料を図内に示す。但し、前記絶
縁体、導電体、および被覆体の各々にはその他の好適な材料を用いてもよく、材料の選択
は前記当業者の能力の範疇である。例えば、前記電極は、本発明の特定の実施形態におい
て高極性の液体であってもよい。この液体は、固体の封入容器、プラスチックチューブ、
またはその他の液体容器内に収容されていてもよい。例えば、透明液を電極として使用す
ることによって、前記治療領域により良い視覚的アクセスを提供することができる。また
、望ましい場合は、前記電極をメッシュ様の構造に分割してもよい。分割された電極を使
用することによって、前記治療領域への視覚的アクセスが改善されるだけでなく、前記プ
ラズマ放電の微細構造に対するよりよい制御、例えば、前記放電フィラメントをより低密
度、またはより高密度にすること、および放電を全体的に均一性することができる。
【００３６】
　図９は、本発明のプラズマ放電装置を実施するための好適な電源および電力解析の設定
の回路図を示す。電力解析は、その印加電力の変化を監視して前記プラズマ放電の特性を
個別調整するために用いることができる。図１０は、本発明による非熱プラズマ放電を生
成するために用いることのできる連続波およびパルス電源の１周期当りの特徴的な電流お
よび電圧信号の一部を示す。
【００３７】
　また、プラズマ装置２５は、前記印加電力などの前記放電の必須パラメータの制御を可
能とする電源１５をも含む。また、電源１５は、選択的に、前記周波数、前記印加電圧、
前記電流を制御し、インピーダンス整合を提供するために使用される。また、図７に示す
電源１５は、２０ＫＨｚまでの周波数の使用を可能とする周波数発生器２２をも含む。ま
た、電源１５は、例えば５～１０ワットのインピーダンス整合を提供するための増幅器２
４を含んでもよい。また、電力制御のための変圧器２６および誘導性インピーダンス整合
用装置２８も含む。プラズマ装置２５用の電源１５は、前記非熱プラズマの提供に使用さ
れる電力を微調整して、前記プラズマの印加の微調整を可能とする能力を提供する。電源
１５は、単一装置として一体化することができる。前記電源１５は必要な電力をもってＡ
Ｃ高電圧の生成を提供するものである。
【００３８】
　このＦＥ－ＤＢＤ治療は、前記医療分野において多くの用途を有する。この治療は、創
傷の治療ならびに血液凝固の促進に有益である。さらに、滅菌において潜在的可能性があ
るため、プラズマ装置２０は、また、感染予防も補助できる。
【００３９】
　さらに、本発明の装置は携帯に極めて便利な装置となり得る。このことは、保健医療を
受けることが困難な人々にとって特に有益である。さらに、本発明のプラズマ装置を救急
隊員が用いることにより、負傷および疾患の治療が即座に開始することが可能になる。さ
らに、前記非熱プラズマ装置は携帯型とすることができ、遠隔地から制御可能であり、機
械によって供給可能である点で、軍事に関連した多くの用途がある。また、前記装置は、
術後感染の治療、滅菌、細菌不活性化、および皮膚疾患の治療に使用できる。
【００４０】
　本発明の方法の第１の観点において、本発明は、高電圧プラズマ放電によって非熱的に
ヒトまたは動物の身体を治療する方法に関する。この方法は、第１の絶縁された電極とヒ
トまたは動物の身体との間で高電圧プラズマ放電が治療領域に接触する形での前記高電圧
プラズマ放電の生成を伴う。
【００４１】
　通常、前記治療領域はある種の創傷を含む。本開示の目的のために、「創傷」は任意の
切創 、擦過傷、または前記皮膚または臓器の破損、ならびに種々の皮膚病および皮膚お
よび臓器組織に影響するその他疾患である。
【００４２】
　前記方法において、創傷は高電圧プラズマ放電に曝される。前記高電圧プラズマ放電は
、その周囲の組織に許容できない熱損傷を生じさせずに、血液を凝固し、治癒を促し、お
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よび／または創傷を滅菌する。ヒトの血液および死体組織における結果では、前記高電圧
プラズマ放電は、周囲の組織に許容できない損傷を生じさせずに血液凝固を促進し、前記
創傷を滅菌することが確認されている。
【００４３】
　前記非熱プラズマ治療を任意の好適な時間実行することにより、許容できない組織損傷
を生じさせずに創傷の治癒の促進、血液凝固の促進、または前記創傷を滅菌することがで
きる。好適な治療時間は、約５秒から約５分であってよく、選択的に約１５秒から約１分
であってよい。前記治療時間は、用いられる特定のプラズマ放電の特性、前記創傷の性質
、および前記放電の印加に用いられる装置によって異なる。このような変形態は当業者の
能力の範疇である。
【００４４】
　血液凝固および滅菌は高濃度のプラズマ内の化学活性種、例えばイオン、酸素ラジカル
、ヒドロキシルラジカル、および窒素ラジカルなどのラジカル、電子的に励起された原子
および分子、および紫外線（ＵＶ）光子などによって刺激されると考えられる。この治療
は、創傷の治癒を早める潜在的可能性をもって創傷の治癒を促進し、血液凝固を促進させ
、感染の発生率を低減する。理論に拘束されることなく、本非熱プラズマ治療は血液凝固
の自然過程に触媒作用を及ぼし、またはそれを向上させると考えられる。
【００４５】
　開放創は、標準環境条件、即ち、気体として空気を使用した、または添加剤として特殊
ガスを追加した標準大気圧において、非熱プラズマによって治療ことができる。特殊ガス
には、不活性ガス（アルゴン、ヘリウムなど）、有機物質（メタン、エタン、その他飽和
および非飽和炭化水素系ガス、ヒドロキシ－炭素化合物など）、酸素、窒素などの純ガス
、および例えばアルコール蒸気を伴う不活性ガスなどの特殊な混合物を含む。
【００４６】
　前記治療において、電極１０は前記創傷から好適な距離に位置にあり、電極１０と治療
領域１２との間に位置するプラズマギャップ１９（図４に表示）を提供する。前記高電圧
プラズマ放電１８がプラズマギャップ１９内に生成される。図３～図５に示す電極１０は
、石英、またはその商品名であるテフロン（登録商標）によってより一般的に知られるポ
リテトラフルオロエチレンなどの任意の好適な従来の絶縁体によって被覆できる。特定の
実施形態においては、前記絶縁体または半導体は前記電極表面の一部のみを被覆する。前
記絶縁体または半導体は皮膜または塗装の形態で固体材料として形成できる。幾つかの実
施形態において、前記絶縁体または、半導体は前記電極を前記組織から完全に絶縁する。
これによって、露出した電極が使用されないので、例えば前記電極１０との不注意な接触
による患者への高電圧の直接印加を防止できるので、前記患者にとっての安全が向上する
。前記治療において、前記ガス放電プラズマ内の気体は前記治療領域に対して流れる。
【００４７】
　さらに、前記高周波電力は、約５０Ｗ／ｃｍ２未満に、および選択的には約２Ｗ／ｃｍ
２未満に維持され、前記患者への負傷の潜在的可能性を低減できる。電極１０は携帯型で
あってもよく、または機械によって操作されてもよい。
【００４８】
　別の実施形態において、本発明は滅菌に用いてもよい。この実施形態において、前記高
電圧放電を任意の表面または生成物に印加して前記表面の滅菌をすることができる。上述
のように、前記ヒトまたは動物の身体の役割と同様に第２の浮遊電極として好適に機能す
る材料上で滅菌を実行する場合、前記高電圧プラズマ放電の印加は、単一の絶縁電極を含
む装置によって達成できる。代替的に、２つの絶縁された電極を含む装置を用いて前記電
極間の間隙に非熱プラズマを生成し、前記非熱プラズマは表面または生成物の滅菌に応用
できる。本発明のこの適用には、上述と同一のプラズマ生成および治療時間のパラメータ
を用いることができる。
【００４９】
　本発明のさらに別の実施形態において、非熱放電は、細菌、ウイルス、微生物、または
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前記組織の上または内部に存在する可能性のある特定のタンパク質の破壊を不活性化する
ために用いることができる。この方法においては、細菌、ウイルス、微生物、または前記
組織上または内部に存在する特定のタンパク質の破壊は、ヒトまたは動物に、一切の視認
可能なまたは微視的な組織損傷を与えず、選択的に不活性化できる。代替的に、前記非熱
プラズマ放電は、前記組織内の特定の細胞、特に前記組織の表層内にある細胞の破壊の目
的のために用いることができる。熱損傷はしばしばはるかに深く、異なる細胞型間におい
て非選択的であるため、このような用途において求められている効果は、熱損傷によるの
ではなくプラズマ化学治療による細胞の破壊である。前記プラズマ化学細胞破壊経路は、
細胞の大きさ、細胞膜（透過性、化学的組成、厚さなど）、および細胞内プロセス（新陳
代謝、複製など）における相違のため、おそらく異なる細胞型間でより大きな選択性を提
供することが考えられる。本発明のこの適用においても、上述と同一のプラズマ生成およ
び治療時間のパラメータを用いることができる。
【００５０】
　本発明のさらに別の実施形態において、前記高電圧プラズマ放電は皮膚疾患を治療する
ために用いることができる。本発明のこの方法において治療できる例示的な皮膚疾患には
、黒色腫またはその他の皮膚がん細胞のような異常細胞が含まれる。高電圧プラズマ放電
の印加により異常細胞内のアポトーシス様の反応が誘起されると考えられる。
【００５１】
　また、前記高電圧プラズマ放電を用いて、病原体によって誘発される皮膚病などの幾つ
かの疾病を、その周辺組織への損傷を最小限に抑えまたは周辺組織を損傷することなく、
非熱的に治療することができる。例えば、非熱プラズマを用いて、病原体によって誘発さ
れる幾つかの皮膚病に関わるかもしれない原核細胞を選択的に不活性化することができる
。このような皮膚病の１例に以下の実施例の１つにおいて治療されるリーシュマニア症が
ある。
【００５２】
　また、本発明の高電圧プラズマ放電を用いて組織の美容改善を達成することもできる。
このような改善の１例に座そうの除去がある。多くの場合、座そうは前記皮膚の毛孔内の
微生物の存在によって生じ、非熱プラズマ治療では種々のプラズマ化学的手段を通じてこ
のような微生物を破壊することができる。
【００５３】
　さらに、本発明の高電圧プラズマ放電を用いて前記組織の異なる部分間の機械的接合を
改善することができる。これは、切断後に組織の部分を再接着することが困難な肝臓の切
除術において特に有益である。組織の再接着は、損傷した脾臓を取り扱う時にもまた特に
有益であるかもしれない。また、非熱プラズマは血管間の接合を封着を助長し、血管手術
中の漏れの可能性をなくすことが考えられる。非熱プラズマは、組織の表面の生体高分子
のプラズマ化学修飾および血液凝固中の繊維物質の形成を含む幾つかの可能な機序を通じ
て組織部分間の機械的接合を安定させることを助長する。これらの目的を達成するために
、上述と同一の、前記プラズマを印加する方法が用いられる。
【００５４】
　実施例
　実施例１
　プラズマ装置２０を使用して、死体臓器からの血液上で血液凝固試験を行なった。前記
試験は、追加処置を行わない凝固と比較して、前記非熱プラズマに曝露した場合に前記血
液のより速い凝固を示した。１試験において、前記非熱プラズマ処置を行わなかった前記
対照試料が凝固まで１０分超を要したのに対して、前記処置を使用した血液は１５秒以内
に実質的に凝固した。図６ａおよび図６ｂは、試験に使用した血液試料を示す。図６ａは
、その左に前記対照試料を、その右に前記非熱プラズマ処置された試料を示す。前記右の
試料は非熱プラズマ処置の１５秒後に著しい凝固を示した。
【００５５】
　図６ｂは、１分後の同一試料を示し、前記右の試料は非熱プラズマで１分間処置されて
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いる。図６ｂでは、前記非熱プラズマで処置された試料は前記対照試料よりも著しく凝固
していることがわかる。
【００５６】
　実施例２
　組織損傷を評価するために、引き続き組織の肉眼および微視的評価による追加試験を死
体臓器上で行なった。その結果、肉眼または微視的な組織損傷の証拠は認められず、１５
秒以内に血液凝固が示された。
【００５７】
　実施例３
　皮膚滅菌試験もまた死体皮膚上で行なった。非熱プラズマ措置後、前記皮膚から培養菌
を採取した。これら培養菌の評価から、６秒間の前記非熱プラズマによる措置後に完全な
滅菌が示された。損傷について、前記皮膚を肉眼により、および微視的に検査した。５分
間に亘る非熱プラズマ措置の後、著しい損傷は認められなかった。
【００５８】
　実施例４～実施例５－血液凝固および組織滅菌
実験の工程
浮遊電極誘電体バリア放電（Ｆｌｏａｔｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ　Ｄｉｅｌｅｃｔｒ
ｉｃ　Ｂａｒｒｉｅｒ　Ｄｉｓｃｈａｒｇｅ）（以下「ＦＥ－ＤＢＤ」）電気プラズマ（
ｅプラズマ）生成用の可変周波数電圧電源は、波形発生器と増幅器と、変圧器とからなる
システムに基づいた。０～２２．５Ｖｒｍｓの正弦波、矩形波、および三角波の生成には
、波形発生器（テキサス州ＲｉｃｈａｒｄｓｏｎのＴｅｋｔｒｏｎｉｘ，Ｉｎｃ．製ＣＦ
Ｇ２５３／２８０）を使用した。次に、前記信号を増幅し（ニューヨーク州Ｐｏｒｔ　Ｗ
ａｓｈｉｎｇｔｏｎのＩｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｔｅｓｔ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ　Ｃｏ．Ｉ
ｎｃ．製ＰｏｗｅｒＴｒｏｎ２５０Ａ、０～２２．５Ｖｒｍｓ）、高電圧に昇圧して（ニ
ューヨーク州Ｐｏｒｔ　ＷａｓｈｉｎｇｔｏｎのＩｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｔｅｓｔ　Ｅｑ
ｕｉｐｍｅｎｔ　Ｃｏ．Ｉｎｃ．製変圧器、１次側２２．５Ｖｒｍｓおよび２次側２０ｋ
Ｖ）望ましい高電圧信号を達成した。この放電は組織および血液の処置のために十分に均
一であり、この場合当該放電および同様の放電によって作成された微細パターンはそれほ
ど重要ではない。
【００５９】
　前記絶縁された高電圧電極と前記処置を受ける試料（浮遊電極）との間にｅプラズマを
生成した。絶縁誘電バリアとして、１ｍｍ厚の研磨された透明な溶融石英（オハイオ州Ｐ
ａｉｎｅｓｖｉｌｌｅのＴｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｇｌａｓｓ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ社製）を使
用した。種々の形状および形態の試料の処置のために３つの電極を構成した（図８参照）
。実験結果の信頼性向上のために前記電極から前記試料までの距離の精密な制御が望まし
い試料の処置には、円形電極（直径２５．４ｍｍ）を使用した。前記処置の精密度よりも
携帯性または大きな電極領域がより望ましい種々の形状の試料の処置には、手持ち型電極
としてローラーおよび棒状電極を使用した。
【００６０】
　連続またはパルスモード（図９の主回路図および図１０の信号出力）におけるＦＥ－Ｄ
ＢＤのｅプラズマの電力解析について、ｅプラズマを通過する電流および前記間隙におけ
る電圧降下を測定した。電流解析について、磁心電流プローブ（カリフォルニア州Ｐａｌ
ｏ　ＡｌｔｏのＰｅａｒｓｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ社製、型名４１００　Ｐｅａｒ
ｓｏｎ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｍｏｎｉｔｏｒ、感度１ボルト／アンペア＋１／－０％、使用
可能立ち上がり時間１０ナノ秒、帯域３５ＭＨｚ）を利用した。広帯域電圧プローブ（ア
リゾナ州ＭａｒａｎａのＮｏｒｔｈ　Ｓｔａｒｔ　Ｈｉｇｈ　Ｖｏｌｔａｇｅ社製ＰＶＭ
－４、１０００：１）を使用して電圧を測定した。Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｐｈｏｓｐｈｏｒ　
Ｏｓｃｉｌｌｏｓｃｏｐｅ（テキサス州ＲｉｃｈａｒｄｓｏｎのＴｅｋｔｒｏｎｉｘ、Ｉ
ｎｃ製ＴＤＳ５０５２Ｂ、帯域５００ＭＨｚ、５×１０９サンプル／秒）によって信号を
取得して記録した（図４）。次に、取得したデータを、ＭＡＴＬＡＢコード（マサチュー
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セッツ州ＮａｔｉｃｋのＭａｔｈｗｏｒｋｓ，Ｉｎｃ．製ＭＡＴＬＡＢ　Ｒｅｌｅａｓｅ
　１４）を使用して積分した。
【００６１】
　全ての試験について、マイクロポジショナによって固定された円形電極を、血液試料に
ついては前記処置された試料から２．７ｍｍの距離、組織および寒天試料については１．
５ｍｍの距離を置いて利用した。２．７ｍｍおよび１．５ｍｍの距離は、プラズマへの最
大電力入力に基づいて選定された。前記変圧器との容量性電力整合は、液体試料では２．
７ｍｍ、組織および寒天試料では１．５ｍｍが最良である。
【００６２】
　５００μｌの血液試料の処置について、特別な設定を構成した。この設定によって、前
記処置された試料の上部から前記誘電バリアまでの距離の精密な制御が可能である。５０
０μｌの容積は、それが試験の最小容積であることから選定された。精密な容積を達成す
るために、２５．４ｍｍのボールミルによって３．７ｍｍの深さの孔を切削し、次に研磨
して一切の鋭角を除去した。異なる容積の血漿のｅプラズマ措置について、０．５、１、
１．５、および２ｍｌの異なる容積の４つからなる１組の電極を構成した。ベースとして
高さ１９．１ｍｍのアクリルを使用し、１２．７ｍｍの貫通孔にステンレス鋼の棒を挿入
した。０．５、１、１．５、および２ｍｌの容積について、高さ１５．８ｍｍ、１１．９
ｍｍ、７．９ｍｍ、および４．１ｍｍのステンレス鋼の棒を使用した。組織試料の処置に
ついては、皮膚の試料をステンレス鋼製バキュームプレート上に固定し、または臓器上に
前記電極を手で保持することによって達成した（手持ち式処置については、精密な距離制
御を可能とするために、前記電極を「ジャケット」によって密閉した）。寒天平板の処置
中、前記電極および前記平板をマイクロポジショナによって保持した（図１１）。
【００６３】
　実施例４－血液凝固
　ＳＴＡ　Ｃｏｍｐａｃｔ（登録商標）（ニュージャージー州ＰａｒｓｉｐｐａｎｙのＤ
ｉａｇｎｏｓｔｉｃａ　Ｓｔａｇｏ社製）プロトロンビン時間（ＰＴ）、活性化部分トロ
ンボプラスチン時間（ａＰＴＴ）、およびトロンビン時間（ＴＴ）分析器を利用して血漿
試料を分析した。健康な血液提供者および凝固困難を抱える患者から試料を入手した。入
手後、遠心分離法によって血漿から細胞を分離し、後の実験のために血漿を凍結した（－
８０(Ｃ）。前記解凍手順は、前記凍結試料を冷蔵庫（＋５(Ｃ）内に１時間、次に冷水（
＋１０(Ｃ）に３０分間保管することで構成した。解凍直後に、前記試料をｅプラズマで
処置した。ＰＴ、ａＰＴＴ、およびトロンビン時間の測定値を得た。
【００６４】
　実験に基づいてＦＥ－ＤＢＤが血液凝固を著しく促進することが確認された。目視にお
いて、健康な提供者から採取し、ステンレス鋼表面上に放置された１滴の血液が約１５分
で自然に凝固する一方で、ＦＥ－ＤＢＤのｅプラズマによって１５秒間処置された同様の
１滴は１分未満で凝固する。臓器の切り傷のＦＥ－ＤＢＤ治療は同様の結果をもたらし、
視認可能な、または微視的な組織損傷なしで血液が凝固する。
【００６５】
　ヒトの脾臓をＦＥ－ＤＢＤによって３０秒間治療した。血液が凝固し、前記切り傷は室
温を維持し（５分間のＦＥ－ＤＢＤ治療後でさえ）、前記創傷は、その結果として治癒時
間を短縮できる湿った状態を維持した。さらに、健康な患者、血友病患者、および種々の
抗血液凝固薬を含む血液試料からの血漿試料のｅプラズマによる処置後、血漿タンパク質
の濃度に著しい変化が観測された。血漿の分析について、前記血液凝固速度の決定として
病院環境において認められている１組の標準試験手順、ａＰＴＴ（活性化部分トロンボプ
ラスチン時間）、ＰＴ（プロトロンビン時間）、およびＴＴ（トロンビン時間）を用いた
。これらの試験が臨床的に最も関連性があり、血液凝固に関する最も一般的な病理学につ
いて一括して試験するために病院で一般的に使用されるので、これらを選択した。
【００６６】
　前記ＰＴは、フィブリン塊の形成を通じて第ＶＩＩ因子の活性化からの凝固時間を測定
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する。前記ａＰＴＴが凝固の「接触活性化」経路の結合性を測定するのに対して、この試
験は、凝固の「組織因子」経路の結合性を測定する。前記ＴＴ試験は、トロンビンが導入
された時のフィブリノーゲンのフィブリンへの変換の速度の測定であり、止血的に活動的
なフィブリノーゲンを測定する。
【００６７】
　血友病患者および健康な提供者からの血漿試料の処置の低投与量（１Ｗ／ｃｍ２以下に
おいて数秒から数分まで）においてさえ、前記凝固速度における有意な相違が観察された
。ＦＥ－ＤＢＤのｅプラズマおよび血液凝固時間へのその影響の分析を単純化するために
、血漿を血液細胞から分離した。これら試料を低投与量のＦＥ－ＤＢＤのｅプラズマに曝
露し、幾つかの主要血液タンパク質（凝固因子）について分析した。約３０秒間の処置後
、前記試料の表面上の透明な薄膜の形成が観察された。３０秒未満の処置に曝露した前記
試料のＰＴおよびａＰＴＴ試験では、事実上、前記ｅプラズマ措置の影響は示されず、前
記血漿は実質的に損なわれていなかった（図１２）。より高い投与量のＦＥ－ＤＢＤに曝
露された血漿は、そのタンパク質および酵素反応を著しく変化させた（図１３）。
【００６８】
　前記観察された血漿タンパク質の反応は、例えばＰＴ時間はより速く凝固する血液につ
いて低下すると予想されるであろう直感に幾分反している。ＰＴ時間は、正常な血漿が十
分な量のトロンビンを生成し、従って前記カスケードを完遂し、血塊を形成するために必
要な時間を表す。しかし、その一部が凝固している固定量の血液は、凝固に必要なタンパ
ク質を自ら消耗しており、従って、観察されたようなより長いＰＴ、ａＰＴＴ、およびＴ
Ｔ時間を示す（図１３）。これについては、固定の処置面積において異なる試料容積を使
用して検証した。この場合、同一の処置面積での異なる容積の血液について、同一の膜形
成速度でありながら異なるタンパク質消費速度が観察された。（図１４－設定、図１５－
結果）。
【００６９】
　実施例５―組織滅菌
　死体、外移植臓器、および廃棄組織の試料から組織試料を取得した。ＢＤ　ＢＢＬ（商
標）ＣｕｌｔｕｒｅＳｗａｂ（商標）（メリーランド州ＳｐａｒｋｓのＢｅｃｔｏｎ，Ｄ
ｉｃｋｉｎｓｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ製）を使用して試料を採取し、前記標本を平
板培養し、その後に分析した。ｅプラズマ滅菌の有効性を得るために、ｅプラズマ措置の
前（対照）および後に各組織試料を採取した。
【００７０】
　正常な皮膚細菌叢を持つ患者から血液寒天平板（オハイオ州ＤｕｂｌｉｎのＣａｒｄｉ
ｎａｌ　Ｈｅａｌｔｈ社製Ｔｒｙｐｔｉｃａｓｅ（商標）Ｓｏｙ　Ａｇａｒ　ｗｉｔｈ　
５％　Ｓｈｅｅｐ　Ｂｌｏｏｄ）上に皮膚細菌叢を移植することにより滅菌の定量分析用
の細菌を取得した。３７(Ｃのエアーインキュベータ（ペンシルベニア州Ｐｉｔｔｓｂｕ
ｒｇｈのＦｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ社製）内で２４時間経過後、培養された菌
叢を前記寒天表面から滅菌容器内に移植し、滅菌純水で希釈した。最初の液体培地から６
０個の試料を準備し、後の実験のために凍結した（－８０(Ｃ）。その解凍手順は３０分
間の冷水（＋１０(Ｃ）で構成した。前記試料の希釈検定を行なうことによってコロニー
形成単位（ｃｆｕ）の初期濃度を得た。実験のために、解凍した試料を所望の濃度に希釈
し、処置のために寒天上に２０μｌまたは１ｍｌのどちらかの試料をピペットで移した。
寒天上に１ｍｌの試料をピペットで移し、生化学用クラスＩ安全蓋（ペンシルバニア州Ｐ
ｉｔｔｓｂｕｒｇｈのＦｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ社製）内で３時間放置乾燥し
た。２０μｌの試料をｅプラズマ措置前に５分間放置乾燥し、処置後、滅菌綿棒で前記寒
天平板上に散布した（表１）。
【００７１】
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【表１】

【００７２】
　従来の放電（気圧および温度の高低共に）の種々の表面を滅菌する能力については周知
である。本ＦＥ－ＤＢＤシステムの利点は、動物またはヒトの生体組織を著しく損傷せず
に滅菌する能力にある。これらの試験によって、６秒未満のｅプラズマ措置によってホス
ピタルグレードの完全滅菌が達成される一方、５分間にも亘る処置後に前記処置された皮
膚および臓器試料に著しい（視認可能な）または組織学的な（微視的な）損傷がないこと
が確認された。
【００７３】
　対照試料上で採取した標本からの培養菌について、正常皮膚常在菌（連鎖球菌、ブドウ
球菌、および酵母菌の混合）の増殖が確認され、前記皮膚の初期汚染のレベルに応じて２
～６秒間のｅプラズマによって処置された試料上で採取した標本からの培養菌では増殖が
確認されなかった。ｅプラズマによって処置された皮膚試料には視認可能な損傷が見られ
ず、組織学的分析では微視的損傷が見られない。
【００７４】
　ヒトの皮膚組織の定量的試験に続いて、滅菌の程度を定量化し、原因となる可能性のあ
る要因を決定するために、細菌培養菌上のｅプラズマの効果を調査した。死体組織の標本
から取得した大量の細菌を血液寒天上に培養した。正常な皮膚のおおよそ１０，０００倍
にあたる１ミリリットルの液体当り１０９コロニー形成単位（ｃｆｕ）の濃度を選択した
。前記準備された培養菌平板をＦＥ－ＤＢＤによって処置し、次に２４時間、培養した。
ＦＥ－ＤＢＤによって数秒間処置した領域上では増殖は観察されず（図１６）、前記処置
投与量に基づいたｅプラズマ滅菌の程度が定量化された（表１）。投与量の増加によって
、前記処置電極からかなり離れた領域の滅菌が可能であった（図１７―概略説明図、およ
び図１８―結果）。注目すべき点は、高投与量であっても前記寒天に視認可能な損耗はな
く、再播種すれば前記処置された寒天に細菌が普通に増殖する点である。たとえ送風機を
用いてｅプラズマ中に高速で空気を送っても、前記「完全な不活性化」は僅かに変化する
だけで、前記用いられた風速に事実上無関係に維持される。これらの結果は、細菌の活性
化において、プラズマによる直接処置が間接処置（例えばジェットによる）よりもより効
果的であることを示唆している。
【００７５】
　実施例６―リーシュマニア症
　リーシュマニア症は感染したチョウバエの咬傷によって誘発される皮膚病である。リー
シュマニア症は数段階に亘って発現する。
【００７６】
　（ａ）チョウバエが前記身体を喰う時に前鞭毛虫を注入し、
　（ｂ）前鞭毛虫がマクロファージによって食菌され、
　（ｃ）前鞭毛虫がマクロファージ内で無鞭毛虫に変態し、
　（ｄ）無鞭毛虫が増加して前記マクロファージからはみ出し、
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　（ｅ）これら無鞭毛虫がマクロファージによって食菌されることで過程を完了し、マク
ロファージがなくなるか、または前記宿主系が死ぬまで工程（ｄ）および（ｅ）を繰り返
す。
【００７７】
　Ｌ．Ｍａｊｏｒ型前鞭毛虫およびマクロファージを取得し、非熱プラズマ放電によって
個別に処置した。非熱プラズマによる２分間の処置後に３０～５０％のマクロファージが
不活性化された。非熱プラズマによる２０秒間の処置後に１００％の前鞭毛虫が不活性化
された（図１９）。その結果、前記非熱プラズマ措置は、前記前鞭毛虫などの特定の原核
細胞をその周囲組織に損傷を与えずに選択的に不活性化するために用いることができる。
また、リーシュマニア症の異なる処置深さにおける処置をも試験した。ミリメートルで示
した処置深さに対するこの試験の結果を、図２０に示す。
【００７８】
　実施例７―黒色腫細胞のアポトーシス
　上述したような非熱プラズマ治療を、黒色腫細胞を治療するためにも用いた。図２１は
、前記対象試料と比較して、前記非熱プラズマ治療が黒色腫細胞のアポトーシスの誘起に
極めて効果的であることを示している。
【００７９】
　但し、本発明の非常に多くの特性および利点について、本発明の構成および機能の詳細
と共に前述したが、本開示は一例に過ぎず、本発明の原理の範囲内において、添付の特許
請求の範囲を明示した用語の広義の一般的意味によって示される最大限の範囲で、詳細、
特に形状、寸法、および部品の構成において変更を行なってもよいことを理解すべきであ
る。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１ａ】図１ａは、熱プラズマへの曝露によって生じた組織の過熱を示す。
【図１ｂ】図１ｂは、熱プラズマへの曝露に起因する皮膚組織の穿刺を示す。
【図１ｃ】図１ｃは、熱プラズマへの曝露によって生じた前記皮膚組織上の炭化を示す。
【図２】図２は、１対の電極および誘電バリアによって提供された誘電バリア放電（ＤＢ
Ｄ）を示す。
【図３】図３は、非熱プラズマ治療法に使用できる、励起された電極を示す。
【図４】図４は、電極および傷治療領域の図を示す。
【図５】図５は、患者の治療に使用されている非熱プラズマ装置の図を示す。
【図６ａ】図６ａは、対照血液試料および非熱プラズマによって１５秒間処置された血液
試料を示す。
【図６ｂ】図６ｂは、対照血液試料および非熱プラズマによって１分間処置された血液試
料を示す。
【図７】図７は、非熱プラズマおよび電源の電気配線図を示す。
【図８Ａ】図８Ａ～図８Ｅは、浮遊電極誘電体バリア放電（以下「ＦＥ－ＤＢＤ」）治療
用電極を示す。図８Ａは円形電極であり、図８Ｂは棒状電極であり、および図８Ｃはロー
ラー電極であり、図８Ｄは微細構造電極であり、図８Ｅはメッシュ電極である。
【図８Ｂ】図８Ａ～図８Ｅは、浮遊電極誘電体バリア放電（以下「ＦＥ－ＤＢＤ」）治療
用電極を示す。図８Ａは円形電極であり、図８Ｂは棒状電極であり、および図８Ｃはロー
ラー電極であり、図８Ｄは微細構造電極であり、図８Ｅはメッシュ電極である。
【図８Ｃ】図８Ａ～図８Ｅは、浮遊電極誘電体バリア放電（以下「ＦＥ－ＤＢＤ」）治療
用電極を示す。図８Ａは円形電極であり、図８Ｂは棒状電極であり、および図８Ｃはロー
ラー電極であり、図８Ｄは微細構造電極であり、図８Ｅはメッシュ電極である。
【図８Ｄ】図８Ａ～図８Ｅは、浮遊電極誘電体バリア放電（以下「ＦＥ－ＤＢＤ」）治療
用電極を示す。図８Ａは円形電極であり、図８Ｂは棒状電極であり、および図８Ｃはロー
ラー電極であり、図８Ｄは微細構造電極であり、図８Ｅはメッシュ電極である。
【図８Ｅ】図８Ａ～図８Ｅは、浮遊電極誘電体バリア放電（以下「ＦＥ－ＤＢＤ」）治療
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用電極を示す。図８Ａは円形電極であり、図８Ｂは棒状電極であり、および図８Ｃはロー
ラー電極であり、図８Ｄは微細構造電極であり、図８Ｅはメッシュ電極である。
【図９】図９は、ＦＥ－ＤＢＤ用電源の回路図および電力解析の設定回路図を示す。
【図１０】図１０は、連続波およびパルス電源の１周期当りの特徴的な電流および電源信
号を示す。
【図１１】図１１は、血漿試料のＦＥ－ＤＢＤ治療のための実験設備を示す。
【図１２】図１２は、膜形成前の血漿プロトロンビン時間（以下「ＰＴ」）および活性化
部分トロンボプラスチン時間（以下「ａＰＴＴ」）反応、ａＰＴＴ時間（上）およびＰＴ
時間(下)を示す。
【図１３】図１３は、より高いＦＥ－ＤＢＤ投与量における血漿反応、ＰＴ、ａＰＴＴ、
およびトロンビン時間（以下「ＴＴ」）時間を示す。
【図１４】図１４は、ＦＥ－ＤＢＤ処置の同一表面積を有する異なる容積の血液試料のた
めの設定の概略図を示す。
【図１５】図１５は、ＦＥ－ＤＢＤ処置の同一表面積を有する異なる容積の血液試料のた
めのＰＴ時間を示す。
【図１６】図１６は、１．３×１０７コロニー形成単位（以下「ｃｆｕ」）／ｃｍ２（１
０９ｃｆｕ／ｍｌ）以下の皮膚細菌叢が播種した後にＦＥ－ＤＢＤプラズマによって１０
秒間処置した血液寒天の入ったペトリ皿を示す。前記プラズマ領域の直径はおよそ２５ｍ
ｍである一方、不活性化された細菌および真菌の直径は３５ｍｍ以下であり、前記細菌が
部分的に不活性化された（コロニーが視認できる）「外」円は５４ｍｍ以下である。
【図１７】図１７は、細菌培養液の入った寒天皿のＦＥ－ＤＢＤ処置の概略図である。
【図１８】図１８は、ＦＥ－ＤＢＤ処置時間に対する皮膚細菌叢の内円直径（下）および
外円直径（上）の不活性化の依存性を示す。
【図１９】図１９は、異なる長さの非熱プラズマ治療を使用した無鞭毛型リーシュマニア
寄生虫の不活性化を示す。
【図２０】図２０は、ミリメータによって示めされた異なる透過深さにおける前記非熱プ
ラズマ治療の効果を示す。
【図２１】図２１は、ヒト黒色腫がん細胞のアポトーシスを誘起する前記非熱プラズマ治
療の効果を示す。
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